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青森県おいらせ町にある社会福祉法人「誠友会」（苫米地義之理事長）は、株式会社として経営してい

る観光農園「アグリの里おいらせ」と、特定非営利活動（ＮＰＯ）法人「平成謝恩会」を併設している。この

春には、高齢者のショートステイ専用棟が増設された。 

具体的には特別養護老人ホーム等の高齢者福祉施設の隣

接地に観光農園を開設。障がい者の就労支援としての機能と、

地域の観光交流拠点として、温泉熱やバイオマス燃料を活用し

た大規模な栽培ハウスをはじめ、農産物直売所やそば工房、多

目的施設、農園レストラン、動物コーナー、足湯等を順次整備、

運営している。 

北国でありながらハウス内は一定の温度に保たれ、冬場であっ

てもイチゴやバナナ、パパイアなどが育ち、緑に満ちている。この観光農園は、「見る・収穫する・食べる・ふれ合

う」という体験・交流の場であり、「子供・高齢者・障がい者」に優しい空間として、地元だけでなく県内外からも

訪れる人が多い人気の観光スポットとなっている。 

また、誠友会は、地元の商店街において、株式会社の酒蔵「桃川」の古い蔵を利用した「おいらっせ交流館」

を運営しており「高校生レストラン」や「認知症カフェ」など、地域の交流・活性化にも積極的に取り組んでいる。

まさに、“食と農が連携した福祉の里”だと言えそうだ。 

◇脱・税金依存 

誠友会は、介護保険収入や補助金によって経営されてい

る。しかも、観光農園では、年間30万人以上の来客があり、

公的な補助金と同額位の売り上げを達成している。まさに、

税金だけに依存しない“柔軟経営”といえそうだ。 

◇農水省の報告書 

農林水産省の「地域における食と農と福祉の連携に関す

る調査事業検討委員会（渡邉洋一座長）」は、実態調

査の報告書を2015年にまとめた。ここでは、農林水産の生

業が新しい時代を創世するためには、食の文化と、暮らしの

安心（福祉）を連携させることを提起した。 

◇福祉版ＤＭＯ 

もともと、欧米では、社会福祉法人のような形態の組織は

なく、ＮＰＯなどが担うことが多いことから、わが国でも、いか

に社会福祉施設とはいえ、税金に依存するような経営体質
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から脱却し、小さな稼ぎや寄付行為が求められる。 

観光庁によると、地域の観光振興に取り組む「ＤＭＯ」は、18

年7月現在、86団体（122候補法人）がある。ＤＭＯは観光

物件や自然、食、芸術、風習など観光資源と地域とが協働して観

光地域を担う法人で、「広域連携ＤＭＯ」と「地域連携ＤＭＯ」、

自治体等の単位の「地域ＤＭＯ」がある。今後の地方の課題解

決の一つの方策として、「食×農×福祉」と地域ＤＭＯを連携させ

た「福祉版ＤＭＯ」が必要といえそうだ。この福祉版ＤＭＯは、食

と農と福祉の協働に観光を組み入れて、営利活動と非営利の活動を展開できる柔軟な組織体だ。食×農×

福祉にあわせ、観光や教育との連携も期待できる。 

◇福祉がポンプ役のまちづくり 

福祉がポンプ役のまちづくりを進めることで、素朴な暮らしを営むこ

とを背景として、農林水産の生業が活性化し、6次産業化が図られ

ることで相乗効果を生み出す。このように食×農×福祉の連携によっ

て地域社会の働く場を確保して、暮らしに支障がでれば相互扶助や

公的福祉によって支える仕組みが基本だ。その意味からも地域産業

としての農林水産業が新しい可能性を持つこととなる。 

従来、大量生産・大量消費の産地型農業は、農産物を単なるモノとする“モノ生産”であった。しかしながら

単純な一方通行の生産活動は地方の魅力を喪失してきた。生業としての農林水産業へ“コト生産”を組み込

むことで、はじめて地域創生へとつながる。このコト生産には物語が不可欠であり、物語は、“福祉”と“食い物

文化”から醸し出される。これに地方の魅力としての“観光”が加われば、可能性はさらに広がりを見せていく。 

◇おいらせ町発 食×農×福祉の里の構想 

おいらせ町のような過疎・高齢化が進行する自治体では、税金だけに

依存した発想から、参加型・循環型の発想に組み替える視点が必要で

ある。特に地産地消という消極的な発想から、地消・地産へと転換を図

ることが求められる。この”地消・地産”とは、過疎高齢が進む地域社会

では、その地域の日々の住民の暮らしにおいて必要な消費物は、なるべ

くその地域で生産していくことだ。積極的に“その地域で必要とされる物品”

を把握して、それを計画的に生産することである。このように、地域内の

経済的循環を強化し、地方の暮らし本来の暮らしを磨き上げ、相互交

流型に転換することで、産物の循環と稼ぎの循環を促進することである。 

大切なのは、このような地域社会の暮らしの物語を伴った生産物を、

付加価値を加えて産地直送型の販路を確保し、“コト生産”や“コト消

費”を提起し都会へ発信するべきだ。その基本に、伝統食や食（本物の

食い物）と農林水産と福祉（暮らし）を連携させることだ。その実践が

青森県おいらせ町でみえてきた。まさに苫米地義之理事長は、新たな農

の形へと改革を進める里山人（さとやまびと）だ。

アグリの里のにぎわい 

アグリの里の職員と苫米地理事長 

 
渡邊 洋一（わたなべ よういち） 

日本社会事業大学大学院博士後期課

程（中退）社会福祉学修士。 

日本社会事業大学や聖カタリナ大学専

任講師、淑徳大学、青森県立保健大学

大学院教授を経て現職。 

地域における食と農と福祉の連携の在り方

に関する検討委員会（農水省）座長。 
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「コミュニティケア研究」 「コミュニティケアと

社会福祉の展望」 「コミュニティケアと社

会福祉の地平」（単著・相川書房）「メ

ンタルヘルスと自殺対策」（共著・相川書

房）「地域福祉論」（共著・中央法規

及び全社協）他多数 


